
愛 媛 県 報

７３４

規 則

�愛媛県規則第３４号
災害救助法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

災害救助法施行細則の一部を改正する規則

災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 災害救助法施行細則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………………………（保健福祉課）…７３４

○ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則………………（男女参画・子育て支援課）…７３７

告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…７３８

○ 林業用種苗生産事業者の登録…………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…７３８

○ 林業用種苗生産事業者の登録の抹消…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３９

○ 保安林予定森林にする旨の通知（２件）……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３９

○ 解除予定保安林にする旨の通知………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３９

○ 公共測量の終了の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…７３９

○ 落札者等の告示………………………………………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…７４０

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）…７４０

○ 土地改良事業の計画の変更の認可…………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…７４０

○ 建設業者の許可の取消し（２件）……………………………………………………………………………………（中予地方局管理課、南予地方局管理課）…７４０

教育委員会公告

○ 令和６年度の県立中等教育学校の入学者の選考に係る適性検査等の期日及び入学予定者の発表の日について……………………………（高校教育課）…７４０

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与

� 避難所

ア・イ 省略

ウ 避難所設置のため支出することができる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材

費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費及

び光熱水費並びに仮設便所等の設置費（法第４条第２項の避

難所については、災害が発生するおそれがある場合において

必要となる経費で知事が定めるもの）とし、１人１日当たり

３４０円以内とする。

エ～カ 省略

� 応急仮設住宅

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全焼し又は流出し、居住す

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与

� 避難所

ア・イ 省略

ウ 避難所設置のため支出することができる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材

費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費及

び光熱水費並びに仮設便所等の設置費（法第４条第２項の避

難所については、災害が発生するおそれがある場合において

必要となる経費で知事が定めるもの）とし、１人１日当たり

３３０円以内とする。

エ～カ 省略

� 応急仮設住宅

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全焼し又は流出し、居住す
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る住家がない者であつて、自らの資力では住家を得ることがで

きないものに、建設し供与するもの（以下「建設型応急住宅」

という。）、民間賃貸住宅を借り上げて供与するもの（以下

「賃貸型応急住宅」という。）その他適切な方法により供与す

るものである。

ア 建設型応急住宅

� 省略

� 建設型応急住宅の１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨

を踏まえ、当該地域の実情、世帯構成等に応じて設定し、

その設置のため支出することができる費用は、設置に係る

原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費、建築事務費

等の一切の経費として、６，７７５，０００円以内とする。

�～� 省略

イ 省略

２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給

� 炊き出しその他による食品の給与

ア・イ 省略

ウ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出する

ことができる費用は、主食、副食及び燃料等の経費とし、１

人１日当たり１，２３０円以内とする。

エ 省略

� 省略

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

ア・イ 省略

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出する

ことができる費用は、季別及び世帯区分により１世帯当たり次

に定める額以内とする。この場合において、季別は、災害発生

の日をもつて決定する。

� 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受けた世帯

る住家がない者であつて、自らの資力では住家を得ることがで

きないものに、建設し供与するもの（以下「建設型応急住宅」

という。）、民間賃貸住宅を借り上げて供与するもの（以下

「賃貸型応急住宅」という。）その他適切な方法により供与す

るものである。

ア 建設型応急住宅

� 省略

� 建設型応急住宅の１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨

を踏まえ、当該地域の実情、世帯構成等に応じて設定し、

その設置のため支出することができる費用は、設置に係る

原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸送費、建築事務費

等の一切の経費として、６，２８５，０００円以内とする。

�～� 省略

イ 省略

２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給

� 炊き出しその他による食品の給与

ア・イ 省略

ウ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出する

ことができる費用は、主食、副食及び燃料等の経費とし、１

人１日当たり１，１８０円以内とする。

エ 省略

� 省略

３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与

ア・イ 省略

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出する

ことができる費用は、季別及び世帯区分により１世帯当たり次

に定める額以内とする。この場合において、季別は、災害発生

の日をもつて決定する。

� 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受けた世帯

季

別
期間

１人

世帯

２人

世帯

３人

世帯

４人

世帯

５人

世帯

６人以

上１人

増すご

とに加

算する

額

季

別
期間

１人

世帯

２人

世帯

３人

世帯

４人

世帯

５人

世帯

６人以

上１人

増すご

とに加

算する

額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

夏

季

４月

から

９月

まで

１９，２００ ２４，６００ ３６，５００ ４３，６００ ５５，２００ ８，０００
夏

季

４月

から

９月

まで

１８，７００ ２４，０００ ３５，６００ ４２，５００ ５３，９００ ７，８００

冬

季

１０月

から

翌年

３月

まで

３１，８００ ４１，１００ ５７，２００ ６６，９００ ８４，３００ １１，６００
冬

季

１０月

から

翌年

３月

まで

３１，０００ ４０，１００ ５５，８００ ６５，３００ ８２，２００ １１，３００

� 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯 � 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた世帯
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季

別
期間

１人

世帯

２人

世帯

３人

世帯

４人

世帯

５人

世帯

６人以

上１人

増すご

とに加

算する

額

季

別
期間

１人

世帯

２人

世帯

３人

世帯

４人

世帯

５人

世帯

６人以

上１人

増すご

とに加

算する

額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

夏

季

４月

から

９月

まで

６，３００ ８，４００ １２，６００ １５，４００ １９，４００ ２，７００
夏

季

４月

から

９月

まで

６，１００ ８，２００ １２，３００ １５，０００ １８，９００ ２，６００

冬

季

１０月

から

翌年

３月

まで

１０，１００ １３，２００ １８，８００ ２２，３００ ２８，１００ ３，７００
冬

季

１０月

から

翌年

３月

まで

９，９００ １２，９００ １８，３００ ２１，８００ ２７，４００ ３，６００

エ 省略

４・５ 省略

６ 被災した住宅の応急修理

� 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理

ア 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害の

ため住家が半壊、半焼又はこれらに準ずる程度の損傷を受

け、雨水の浸入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれ

がある者に対して行うものとする。

イ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理の規模は、

住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必要な部分

とし、その修理のため支出することができる費用は、１世帯

当たり５０，０００円以内とする。

ウ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、合成樹

脂シート、ロープ、土のう等を用いて行う。

エ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害発

生の日から１０日以内に完成する。

� 日常生活に必要な最小限度の部分の修理

ア 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害のため住

家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、

自らの資力では応急修理をすることができない者又は大規模

な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家

が半壊した者に対して行うものとする。

イ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理の規模は、居室、

炊事場、便所等日常生活に必要な最小限度の部分とし、その

修理のため支出することができる費用は、１世帯当たり次に

掲げる額以内とする。

� �に掲げる世帯以外の世帯 ７０６，０００円

� 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世

帯 ３４３，０００円

ウ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、現物をもつて

行う。

エ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害発生の日

から３箇月（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３

条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第２４条第１

項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に

エ 省略

４・５ 省略

６ 被災した住宅の応急修理

ア 住宅の応急修理は、災害のため住家が半壊、半焼若しくはこ

れらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をす

ることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住する

ことが困難である程度に住家が半壊した者に対して行うものと

する。

イ 住宅の応急修理の規模は、居室、炊事場、便所等日常生活に

欠くことのできない部分とし、その修理のため支出することが

できる費用は、１世帯当たり次に掲げる額以内とする。

� �に掲げる世帯以外の世帯 ６５５，０００円

� 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯

３１８，０００円

ウ 住宅の応急修理は、現物をもつて行う。

エ 住宅の応急修理は、災害発生の日から３箇月（災害対策基本

法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の３第１項に規定する特定

災害対策本部、同法第２４条第１項に規定する非常災害対策本部

又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置

された災害にあつては、６箇月）以内に完成する。
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附 則

この規則は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。

�愛媛県規則第３５号
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第５６号）の一部を次のように改

規定する緊急災害対策本部が設置された災害にあつては、６

箇月）以内に完成する。

７ 省略

８ 学用品の給与

ア・イ 省略

ウ 学用品の給与のため支出することができる費用は、次に定め

る額以内とする。

� 省略

� 文房具及び通学用品費

小学校児童 １人当たり ４，８００円

中学校生徒 １人当たり ５，１００円

高等学校等生徒 １人当たり ５，６００円

エ 省略

９ 埋葬

ア・イ 省略

ウ 埋葬のため支出することができる費用は、１体当たり大人

２１９，１００円以内、小人１７５，２００円以内とする。

エ 省略

１０ 死体の捜索及び処理

� 省略

� 死体の処理

ア～ウ 省略

エ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところに

よるものとする。

� 省略

� 死体の一時保存のための費用は、死体を収容するために

既存建物を利用する場合は、当該施設の借上費について通

常の実費の額とし、既存建物を利用できない場合は、１体

当たり５，５００円以内の額とする。ただし、死体の一時保存

にドライアイスの購入費等の経費が必要な場合は、当該地

域における通常の実費を加算できる。

� 省略

オ 省略

１１ 災害によつて住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日

常生活に著しい支障を及ぼしているもの（以下「障害物」とい

う。）の除去

ア 省略

イ 障害物の除去のため支出することができる費用は、ロープ、

スコップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は購

入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、市町内において障害

物の除去を行つた１世帯当たり平均１３８，７００円以内とする。

ウ 省略

１２ 省略

７ 省略

８ 学用品の給与

ア・イ 省略

ウ 学用品の給与のため支出することができる費用は、次に定め

る額以内とする。

� 省略

� 文房具及び通学用品費

小学校児童 １人当たり ４，７００円

中学校生徒 １人当たり ５，０００円

高等学校等生徒 １人当たり ５，５００円

エ 省略

９ 埋葬

ア・イ 省略

ウ 埋葬のため支出することができる費用は、１体当たり大人

２１３，８００円以内、小人１７０，９００円以内とする。

エ 省略

１０ 死体の捜索及び処理

� 省略

� 死体の処理

ア～ウ 省略

エ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところに

よるものとする。

� 省略

� 死体の一時保存のための費用は、死体を収容するために

既存建物を利用する場合は、当該施設の借上費について通

常の実費の額とし、既存建物を利用できない場合は、１体

当たり５，４００円以内の額とする。ただし、死体の一時保存

にドライアイスの購入費等の経費が必要な場合は、当該地

域における通常の実費を加算できる。

� 省略

オ 省略

１１ 災害によつて住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日

常生活に著しい支障を及ぼしているもの（以下「障害物」とい

う。）の除去

ア 省略

イ 障害物の除去のため支出することができる費用は、ロープ、

スコップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は購

入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、市町内において障害

物の除去を行つた１世帯当たり平均１３８，３００円以内とする。

ウ 省略

１２ 省略
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正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第８０６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

グリーンモール・松山 松山市天山一丁目１３
番５号

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称及び住所並
びに代表者の氏名

イオンリテール株式
会社
千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１
代表取締役
井出 武美
ほか１１者

イオンリテール株式
会社
千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１
代表取締役
井出 武美
ほか１１者

令和４年
１０月１日
ほか

令和５年
７月１０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８０７号
林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１０条第１項の規定に基づき、生産事業者を次のように登録した。

改 正 後 改 正 前

（軽微な変更）

第７条 省令第２８条第１号の知事が定める数は、幼稚園型認定こど

も園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理

大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準

（平成２６年７月内閣府・文部科学省・厚生労働省

告示第２号）第１の１に規定する幼稚園型認定こども園（同告示

第１の１の１又は２のロに該当するものに限る。）をいう。）及

び地方裁量型認定こども園（同告示第１の３に規定する地方裁量

型認定こども園をいう。）にあっては、１０又は法第４条第１項第

３号の保育を必要とする子どもに係る利用定員に同項第４号の保

育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員を加算して得

た数に１００分の１０を乗じて得た数のうちいずれか小さい数とす

る。

（軽微な変更）

第７条 省令第２８条第１号の知事が定める数は、幼稚園型認定こど

も園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理

大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運

営に関する基準（平成２６年７月内閣府・文部科学省・厚生労働省

告示第２号）第１の１に規定する幼稚園型認定こども園（同告示

第１の１の１又は２のロに該当するものに限る。）をいう。）及

び地方裁量型認定こども園（同告示第１の３に規定する地方裁量

型認定こども園をいう。）にあっては、１０又は法第４条第１項第

３号の保育を必要とする子どもに係る利用定員に同項第４号の保

育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員を加算して得

た数に１００分の１０を乗じて得た数のうちいずれか小さい数とす

る。
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�愛媛県告示第８０９号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

伊予市双海町上灘字大峯己３７の３、字イシスミ庚２３７の９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び伊予

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８１０号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

伊予市中山町中山１０号６７、１０号６８の２、１０号６８の３、１０号６９の

１、１０号７３の２、酉３０１

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

中山町中山１０号６７・１０号６９の１（以上２筆について次の図

に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び伊予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８１１号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

八幡浜市穴井５番耕地２６９の３

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第８１２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和５年１月２４日から

６月３０日まで

３ 作業地域 愛媛県今治市朝倉下

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０８号
林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１０条第１項の規定に基づく次の生産事業者の登録を抹消した。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

登録

番号

生産事業者の氏名又は名称及び住所 生 産 事 業 の 内 容 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

氏名又は名称 住 所 種 穂 苗 木 名 称 所 在 地

４０５ 藤 田 隆 司 西条市飯岡９８２番地２
１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木の
育成

有限会社旭林造園土木 西条市飯岡３１０番地２

登録

番号

生産事業者の氏名又は名称及び住所 生 産 事 業 の 内 容 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

氏名又は名称 住 所 種 穂 苗 木 名 称 所 在 地

３８５ 藤 田 徹 西条市飯岡３１０番地の
２

１ 幼苗の育成
２ 幼苗以外の苗木の
育成

旭農園 西条市飯岡３１０番地の
２
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教育委員会公告

�������
�愛媛県告示第８１４号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第１号

ロの規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

令和５年７月２１日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

�������
�愛媛県告示第８１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

松山市西石井土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を令和５年７月１３日認可した。

令和５年７月２１日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

�公 告

令和６年度の県立中等教育学校の入学者の選考に係る適性検

査等の期日及び入学予定者の発表の日について

令和６年度の愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考に係る適性

検査等の期日及び入学予定者の発表の日を次のとおり定めた。

令和５年７月２１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

１ 適性検査等の期日

令和６年１月７日（日）

２ 入学予定者の発表の日

令和６年１月１５日（月）

�愛媛県告示第８１３号
次のとおり落札者を決定した。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和５年７月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

普通旋盤 １０式
愛媛県出納局会計
課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和５年５月１７日
株式会社世良
愛媛県松山市�町１４番
７号

７５，０４２，０００円 一般競争入札 令和５年４月７日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人愛寿会 愛媛県松山市来住町１１
７１番地１

生活援助従
事者研修課
程

令和５年
７月１０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３）第９２５９号 令和３年
１０月２２日 �門屋設備 西村 武志 松山市居相６－２－４ 令和５年

６月１３日
土木工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－４）第１２８４２号 令和４年
９月２０日 �山田建設 岡田 徹 松山市来住町６５３－３ 令和５年

６月１９日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－２）第３２２６号 令和２年
５月２８日 �南海電工 松浦 竹一 松山市和泉南５－１１－５ 令和５年

６月３０日 電気工事業 建設業の廃止

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１）第０１５６３５号 令和元年
９月２７日 奥電� 恩地 裕子 八幡浜市産業通１６－３７ 令和５年

６月７日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

令和５年７月２１日 発行


